
（案）
第１章　計画の趣旨
　１．背景と目的

　　　町では、平成 27 年施行の「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下、「空家法」という。）」

　　を受けて、平成 29 年に「岩内町空き家等対策計画（以下、「本計画」という。）」を策定しました。

　　　当初計画期間である５年を迎えることから、これまでの取組状況や結果について検証し、新た

　　な課題に対応する施策を位置づけるとともに、空き家所有者や町民への周知を図ることを目的　

　　として、本計画の改定を行いました。

　２．計画の位置づけ

　　　本計画は、空家法第６条第１項に規定する「空家等対策計画」であり、国の基本指針や道取組方針、

　　町の各種上位計画に即します。

第２章　空き家の現状と課題
　１．岩内町の空き家の状況

　　○空き家実態調査の結果、空き家の可能性がある建物が 454 件確認されました。

　　○454 件うち、279 件（61.5％）は今回の空き家実態調査で新たに確認された空き家です。

　　　また、454 件のうち、250 件（55.1％）は管理不全な状態となっています。

　　

  

　２．空き家所有者アンケート調査

　　○町では、令和３年９月末時点で把握していた空き家 397 件のうち、空き家の所有者の連絡先が

　　　判明している 217 件についてアンケート調査を実施しました。

　　　なお、この際、34 件については、調査票が宛名又は宛所に送達しなかったため、アンケート票

　　　の有効配付数は 183 件です。当該時点の空き家数 397 件のうち、53.9％が所有者不明の空き

　　　家となっています。

　　　■　所有者アンケート調査実施概要

　　○空き家となった理由として、「住人等の死亡」、「住人等の転居・移転」の回答が約７割となって

　　　います。戸籍及び住民基本台帳の情報から異動者の住所情報を抽出、リスト化することにより

　　　効率的･効果的に空き家を把握することが可能と考えられます。

　　○行政に望むこととして、「空き家等の解体費用に対する補助がほしい」の回答が最も多くなって

　　　おり、所有者による空き家の解体を支援する取組について検討を進める必要があります。

　　○ 「相続登記の申請義務化（令和６年４月施行）」について、「何も知らない」の回答が最も多くなっ

　　　ています。町としても施行日に向けて充分な周知の取組が必要です。

　３．従前計画の目標と評価

　　　■従前計画の目標値と実績値【※従前計画：H29 ～ R３年度（５年間）

　

　　○「空き家相談窓口対応件数」と「管理不全な空き家の解消実績件数」については、目標を上廻る

　　　成果を挙げています。

　　○「しりべし空き家ＢＡＮＫへの登録件数」については目標に下回っており、新たに発生した空き

　　　家を効率的･効果的に把握する取組が不十分と思われます。

　　○「利活用実績件数（市場流通以外）」については、地域における市場流通以外の空き家需要調査

　　　が未実施でした。

　　○「除却支援事業運用実績件数」については、従前計画期間中に除却支援事業の運用を開始できな

　　　かったことから実績はありません。

第３章　空き家対策の基本的な方針
　１．対象とする地区、空き家の種類

　　○対象とする地区は、町内全域とします。

　　○対象とする空き家の種類は、空家法第２条第１項で規定する「空家等」（空家法第２条第２項　

　　　で規定する「特定空家等」を含む。）とします。

　　　また、今後空き家となる見込みのある建物「空き家予備軍」も対象として加えます。

 ２．基本的な方針

　空き家に関する対策を総合的かつ計画的に推進するため、３つの基本目標を定めます。

　■基本目標１．空き家化の予防と適正管理

　　　所有者に対し空き家問題に関する様々な情報提供を行い、空き家の発生を予防するとともに、　

　　空き家を適切に維持管理するための支援策を検討･継続します。

　■基本目標２．空き家の利活用の促進

　　賃貸や売却などの市場流通のほか、地域資源としての利活用を検討･促進します。

　■基本目標３．管理不全な空き家の解消

　　　除却支援を検討するとともに、適切な管理が行われていないことにより何らかの問題が発生し

　　ている空き家について、個々の状況に応じた相談対応、助言や指導を行い、改善を促します。

第４章　空き家の対策について

　５つの基本的な取組を設定し、取組方針を定めたうえで具体的な施策を実施します。

 

第５章　空き家対策の推進体制について

　１．住民や空き家所有者からの相談への対応

　　○庁内に空き家相談窓口を設置･運営し、相談窓口のワンストップ化、空き家に関する情報の一元

　　　化･共有化を図ります。

　　　■空き家相談窓口

　　　岩内町役場建設経済部都市整備課建築係：０１３５－６７－７０９７

　　○空き家の相談は幅広く、多岐にわたることから、町内外の関係団体などと連携を図り、相談体

　　　制の整備を進めます。また、定期的･継続的な相談会開催により、相談機能の強化･拡充を進めます。

　２．空き家対策の実施体制

第６章　計画の目標

　　本計画の上位計画である「岩内町住生活基本計画」で設定した成果指標を踏襲し、『管理不全空き

　家の件数』を本計画の目標として位置づけます。

　　また、取組や施策の効果を図る目安として、取組項目と目標値を設定し進捗状況を確認します。

■空き家の地区別件数                          （単位：件） 

地区名 件数 地区名 件数 地区名 件数 

栄 44 清住 33 敷島内 59 

万代 37 御崎 24 野束 55 

大浜 60 大和 15 宮園 32 

東山 19 高台 49 相生 27 

    合 計 454 

 

岩内町空き家等対策計画
（計画期間：令和４年度～
　　　　　    令和 13 年度 )

 

成果指標 従前計画の目標値 従前計画期間の実績値 

空き家相談窓口対応件数 40件（８件/年） 
149件 

（所有者：35件、町民114件） 

しりべし空き家ＢＡＮＫへの登録件数 25件（５件/年） 8件 

利活用実績件数（市場流通以外） 1件 0件 

除却支援事業運用実績件数 20件（４件/年） - 

管理不全な空き家の解消実績件数 10件（２件/年） 44件 

調査期間 ・令和４年１月７日（金）～１月２８日（金） 

配布数、回収数 ・有効配布数：１８３件、回収数：６８件 （有効回収率：３７．２％） 
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基本的な取組 取組方針、具体の取組･施策 

１ 空き家の 

発生の抑制 

 

(１)空き家の問題に対する意識啓発 

①空き家の発生抑制のための情報提供 

②「空き家予備軍」に対する支援の検討 

③空き家対策の連携支援体制構築の検討 

２ 空き家の 

適正管理の促進 

(１)所有者への適正管理についての意識啓発 

①空き家の適正管理のための意識啓発 

②空き家管理サービスの検討 

(２)空き家の継続的な実態把握のための取組推進 

①空き家の早期発見とデータベースの更新 

３ 空き家の 

利活用の促進 

 

(１)中古住宅市場への流通による利活用の促進 

①しりべし空き家 BANK との連携 

②空き家や中古住宅の需要を募る仕組みの検討 

③空き家再生･賃貸化ビジネス構築の検討 

(２)移住･定住の促進を目的とした利活用 

①移住定住希望者に対する住まい確保の支援 

(３)地域資源としての空き家の利活用の促進 

①地域の活性化に資する空き家の活用に対する支援 

②災害やコロナ禍への対応を見据えた空き家活用の検討 

４ 管理不全な 

空き家への対応 

(１)所有者の自発的な対応の促進 

①管理不全空き家の所有者への情報提供･支援 

②管理不全空き家の解体に対する支援 

(２)所有者不存在空き家への対応 

①空き家所有者特定の推進 

②不在者財産･相続財産管理人制度などの活用検討 

(３)跡地の利活用の促進 

①「岩内町空き地バンク」の推進 

５ 特定空き家 

の解消 

 

(１)特定空き家に対する措置 

①特定空き家の措置に関する手順 

②町条例に基づく手順 

③その他法令に基づく手順 

 

取組項目 中間目標値（R８年度） 目標値（R13年度） 

【基本目標全般に係る指標】 
所有者からの空き家相談対応件数（累計） 

75件 
（15件/年） 

150件 
（15件/年） 

【空き家化予防に係る指標】 
しりべし空き家ＢＡＮＫへの登録件数（累計） 

25件 
（５件/年） 

50件 
（５件/年） 

【空き家の適正管理に係る指標】 
所有者特定率 

60％ 75％ 

【空き家の利活用の促進に係る指標】 
空き家利活用実績件数（累計） 

85件 
（17件/年） 

170件 
（17件/年） 

【管理不全な空き家の解消に係る指標】 
空き家除却実績件数（累計） 

50件 
（10件/年） 

100件 
（10件/年） 

 

指標 現況値（Ｒ４年３月） 目標値（Ｒ13年度） 

管理不全空き家の件数 ２５０件 現状維持 
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空き家等対策担当者  

岩内町空き家等対策連絡会議 (H27.12 設置 ) 岩内町空き家等対策協議会 (H28.06 設置 ) 

 

対 応  

 

情 報 提 供 ･ 
対 応 要 請  

情 報 提 供 ・  
対 応 結 果  
の 報 告  

対 応 方 針  
の 調 整  

苦 情 ･相 談  
･問 合 せ  

対 応 結 果  
の 報 告  

担 当 へ 直 接 の 苦 情 ･相 談 ･問 合 せ 、 対 応 結 果 の 報 告  

協 議 ・ 調 整  

協 議  

意 見  

空き家相談窓口  

【建築係】  

(H28.04 設置 ) 

【相談内容に応じた担当所管課】


